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Ⅰ　開催概要Ⅰ　開催概要

（１）　目　　的

令和 2 年 10 月 1 日現在、都内の外国人登録者数は約 54 万人で全体の約 3.9％を占めてい

ます。経済のグローバル化、少子高齢化が進展する中で、在住外国人の増加と定住化の傾向は

今後ますます進んでいくと考えられます。

このような在住外国人を取り巻く課題や問題点、国際協力の在り方などについて、国際理解

を促進し問題解決への認識を深める機会とします。

（２）　実施方法　

　分科会方式（２分科会）

（３）　内　　容

A)　コロナ禍の中で見えてきた外国人を取り巻く状況と課題

B)　「なぜ」、「いま」国際協力が必要なのか

　　－ウィズコロナ時代の国際協力の在り方を考える－

（４）　日　　時　　　令和３年２月１３日（土）１０：００～１７：００

（５）　開催方法　　　ＺＯＯＭによるオンライン開催

（６）　定　　員　　　各分科会 90 名

（７）　参 加 費　　　無料

（８）　主　　催　　　東京都国際交流委員会　　国際交流・協力ＴＯＫＹＯ連絡会

（９）　共　　催　　　東京都　　日本国際連合協会東京都本部

　　　　　　　　　　一般財団法人東京都つながり創生財団

（10）　後　　援　　　独立行政法人国際協力機構　　一般財団法人自治体国際化協会
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Ⅱ　実施概要Ⅱ　実施概要

Ａ分科会Ａ分科会

●テ ー マ ：　コロナ禍の中で見えてきた外国人を取り巻く状況と課題●テ ー マ ：　コロナ禍の中で見えてきた外国人を取り巻く状況と課題

日本で生活する外国人が増加している中で発生したコロナウィルス感染症は、

当然ながら外国人の生活にも大きく影を落とした。

政策として外国人相談の充実や日本語学習支援の強化が図られようとしている

が、今般のコロナ禍の中で外国人が何に困り、それに対してどうしたか、相談を

受ける中で見えてきた外国人の状況を報告するとともに、コミュニケーション手

段としてのやさしい日本語についても考え、課題解決に向けてどうしたら良いか、

その道筋を探っていく。

［各相談窓口からの報告］

・東京都外国人新型コロナ生活相談センター（TOCOS)　

新居　みどり氏（NPO 法人国際活動市民中心 (CINGA)　コーディネーター）

・東村山市　市民部市民相談・交流課多文化共生係　多文化共生相談員　今井　菜子氏

・公益財団法人武蔵野市国際交流協会　コーディネーター　金井　梅氏

・新宿区役所　外国人相談窓口 / 新宿区立しんじゅく多文化共生プラザ　外国人相談コーナー

神崎　章氏（新宿区　地域振興部　多文化共生推進課長）

・一般財団法人国際都市おおた協会多言語相談窓口　コーディネーター

石井　さわ子氏（一般社団法人レガートおおた）

［ＭＣと総括講演］

・長谷部　美佳　氏　明治学院大学　教養教育センター　准教授

●参 加 者 　　116 名●参 加 者 　　116 名

［各相談窓口からの報告］

報告①　東京都外国人新型コロナ生活相談センター（TOCOS) より

新居 みどり（NPO法人国際活動市民中心 (CINGA)　コーディネーター）

「NPO 法人国際活動市民中心 ( 略称：CINGA)」

は、弁護士や行政書士、社会福祉士、通訳者など、

各分野の専門職の方々がその専門性を生かして活

動する団体である。東京都内に 5 か所の外国人相

談センターを設営、或いは連携事業として展開し

ている。今日は、その中で東京都と協力している

「東京都外国人新型コロナ生活相談センター（略称：

TOCOS）」を中心に話したい。
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TOCOS は毎日午前 10 時から午後 5 時まで

対応している（フリーダイヤル 0120 － 296 －

004）。対応言語は、ネパール語とフランス語を含

む 14 言語となっている。ゴールデンウィークや

年末年始にも臨時開所して相談を受けてきており、

非常に多くの方が利用している。

TOCOS の特徴は大きく分けて 6 つある。（１）

4 月 17 日開設時には緊急対応として 3 者協定（東

京都、東京都国際交流委員会、NPO 法人国際活動

市民中心）の協力事業として実施していたが、10

月以降は「一般財団法人東京都つながり創成財団」

が立ち上がったので 4 者協定として実施している。

役割分担として、東京都は各自治体への広報や行政

との調整などを、東京都つながり創生財団と東京都

国際交流委員会は地域の国際化協会の立場から都

内のネットワークを活用を、そして CINGA は実際

の外国人相談の中で培ったノウハウで具体的な対

応をしている。（２）相談窓口対応においては、感

染防止のため、遠隔コールセンター方式を取り、ク

ラウドで運営をしている。相談やそのコーディネー

ターなどはリモートワークで実施している。（３）

14 言語で対応している。最初にフロント相談員が

やさしい日本語で聞き取りをし、その後、相談者の

希望言語に応じた相談をするという 2 段階方式で

対応している。（４）引き継ぎ後の通訳サポートの

実施。相談を、自治体や団体の相談窓口へ引き継ぎ、

そこに通訳がいない場合は通訳を配置し、3 者通訳

もしくは 4 者通訳をしている。（５）相談者にアン

ケートを取る。（６）一日の業務終了後、相談員全

員がフィードバック会議を行い、事例共有を通じ

て対応スキルを学び、次の相談に活かしていく。

この 1 年間、TOCOS で対応した相談内容とし

て、情報提供、相談、傾聴、通訳、コーディネーター

による調整などがある。4 月から 5 月は情報量が

とても多く、日々刻々と変わる情報を収集し、伝え

ることには苦労した。また、東京都として対応しき

れない在留資格が不安定な方については行政と切

り離し、CINGA として対応した。6 月から 10 月

は解雇の相談、帰国できない方々の生活困窮が一

層深刻になったことが明らかになった。また、小

口貸付金の相談が多かったが、説明だけではなく、

申請書の記入サポートの必要性もあった。TOCOS

では具体的な記入などのサポートはできず、各社会

福祉協議会や場合によっては、地域日本語教室など

と連携して行い、ネットワークの重要さを改めて

感じた。11 月から 1 月は、陽性者になった外国人

の、自宅療養中の不安などの相談があった。掛り付

け病院がない外国人からは、どこで受診・PCR 検

査が可能なのかなどの問い合わせが多かったため、

アムダ・ヒマワリなどにつないだ。

当相談センターは、傾聴の機能を果たしている

が、日本語のできない自宅療養者の「救急車も呼

べない」、「どこへ連絡すれば良いのかわからない」

などの悩みなども TOCOS へ寄せられた。

通訳に関して、開設日には、PCR 検査の通訳に

も携わった。11 月以降は保健所からの通訳依頼も

多く、直通の電話番号を引いて保健通訳専門ライ

ンで土日を含めて対応している。

情報提供などはやさしい日本語で実施できる場

合もあるが、相談や傾聴となると、やはり母語で

の対応が必要となった。また、通訳ではやさしい

英語も必要とされた。役所こそやさしい日本語で

対応することで解決できる例が多く、コーディネー

ターはそれを各窓口に伝える役割もしている。
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東村山市市民部市民相談・交流課には英、中、

韓国・朝鮮語の 3 名の相談員が配置されている。

日々外国人市民と向き合っている現場だが、本日

は東村山市の外国人市民のコロナ禍の相談の特徴、

課題について皆様と共有したい。

当市は新宿から約 30 分の距離で、小平市、西

東京市、東久留米などと接している。外国人人口は

過去 5 年間増加傾向にあり、2020 年 1 月 1 日現

在は凡そ 3 千人くらい、約２％を占めている。多

い順で中国・台湾、韓国・朝鮮、フィリピンとなり、

ネパール、ベトナムの増加が著しい。

昨年 4 月～ 9 月間の新型コロナの相談をまとめ

たが、特別定額給付金や住居確保給付金、緊急小口

資金等の貸付、国保・国民年金などの経済困窮的

なものが一番多く、英語、中国語の約 78% が経済

的な相談内容だった。また、コロナ禍での家庭内ト

ラブル、本国からのご家族の応援を得られない出

産・育児に関すること、学校・園とのオンライン

でのやり取りの困難、出入国関係、心理的なダメー

ジなどの相談が多々あった。

相談内容の考察として、外国人にはコロナその

ものへの恐怖よりも、感染防止をしていく中での精

神的なダメージが多い傾向がみられた。また、緊

急事態宣言による休校、在宅勤務などで家族と一

緒にいる時間が長くなり、夫婦間、親子間の摩擦・

閉塞感が生まれ、非対面でのコミュニケーション

が余儀なくされたことによる孤立感が加速したと

思われる。尚、外国人相談窓口があることを知ら

ない外国人もまだ多く、正確な情報を即時に入手

できるか否かの格差があることを感じた。

ここでコロナ以前から関わりのあった方の事例

をあげる。母子世帯で、様々な課題を抱えている

家族である。少数言語のため、母語で話せないス

トレス、在留資格更新への不安などがあった。ひ

とり親である彼女は、自身の文化的背景が複雑か

つ深刻であり、子育て環境も本国と大きく違って

いて、子供の進学による新たな環境の適応が求め

られると同時に、子の発達にも課題がある、といっ

た非常に厳しい環境下で暮らしてきた方である。幸

い、彼女には行政を含め、社会的なリソースがしっ

かりと連携して機能していたし、日本語教室を中心

とした地域社会と顔の見える繋がりもできていた。

彼女はコミュニケーションをとるのが大好きで、日

本語はまだ難しい部分があったが、とても明るい方

であった。しかし、コロナに関する不安感や自粛活

動による閉塞感・孤立感が高まり、心のバランスを

崩してしまった。私なりにその原因を考えてみた。

①ストレス発散、エネルギーの源だったであろう対

面コミュニケーションの喪失。②ひとり親として、

子以外の近親者がおらず、本国との子育て環境の違

いや子育てそのものに課題があることを感じるが、

サポートをしてくれる助っ人がいない。③自宅で、

一日中子育てだけの状況に置かれていた。この他

にも、皆様と同じく、このコロナはいつ終わるのか、

先が見えない不安も感じていたのであろう。

現在、母子ともに行政支援が行われており、身

体的に安心・安全な状況にあるが、母親においては、

真意がつかみづらく、コミュニケーションが更に

難しくなっている。これからは、まず母親の病状

の安定・回復を目指し、彼女がこれからの生活を

具体的に組み立てられるような支援をしていく考

えでいる。

ケース 2 は、ケースというよりも課題共有とな

ると思う。コロナ禍の日本語教室の運営に関してで

ある。当市の日本語教室はボランティア団体が運

営している。日本人と外国人が日本語を媒体に顔

報告②　東村山市　市民部市民相談・交流課多文化共生係より

今井 菜子（多文化共生相談員）
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1

の見える関係づくりをしてきたが、コロナ感染防

止措置、緊急事態宣言発令などの影響を受け、活

動自粛を余儀なくされている。しかし、外国人学

習者や学習希望者には日本で生活する上で、特に

非常時の学習支援が必要である。対面教室では信

頼関係が構築され、コミュニケーションも取れた

が、感染拡大リスクをゼロにはできないなどのデメ

リットがあった。オンラインにした場合、活動中の

感染は防げるが、発信者と受信者双方の通信環境、

通信機器などの外的要因と、オンラインへの苦手

意識を持っているボランティアも多いなどの内的

要因など、団体全員のコロナ禍へのかじ取りは難

しい。

平時、非常時にかかわらず、日本で暮らす外国

人には日本語習得が必要である。また、地域の日本

語教室は、外国人同士や日本人と外国人の間の緩や

かな横のつながりを育む場所としてその付加価値

が高い。生活熟練者であるボランティアは良き人生

の先輩であり、外国人市民も話しやすさを感じてい

る。外国人市民にとってはかけがえのない場所で、

コロナ禍でもその活動は必要であり、そのために

は国の支援が必要ではないかと思う。

最後に、コロナ禍は国境を越えた全人類の試練

であり、皆が当事者である。一方で、閉塞感や孤立

感は各自の置かれた環境などでその感じ方は千差

万別である。特に、外国人は孤立感を感じやすい

と言える。故に人とのつながりはとても大事なこ

とであり、これからもこのつながりを大切に、外

国人相談業務に励みたいと思う。
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私は中国東北の出身である。日本文化等を体験

したいと思って 28 年前に来日した。そして 11 年

前から武蔵野市国際交流協会で週 3 回、中国語担

当として翻訳・通訳に務め、昨年の 4 月からフル

タイム勤務となり、今は相談事業の一部や翻訳、通

訳派遣などに携わっている。

武蔵野市は、多摩地域の東部に位置し、人口が

14 万７千人である。外国人数は 3,219 人、約

2.2% を占めている。当協会（以下 MIA と称す）

は 1989 年に設立され、現在会員数 ( 外国人会員

含む ) が 1041 名。最近その会員数が減って課題

を感じている。

MIA の大きな特徴は相談事業だけを行っている

のでなくて、いろいろな事業をリンクさせている

ところだ。事業の柱は生活支援・コミュニケーショ

ン支援・多文化共生地域づくりの 3 本である。

生活支援には日本語学習支援、留学生のホーム

ビジット、そしてここに外国人相談事業が含まれて

いる。外国人個人に対応して各々の生活支援を行っ

ている。

コミュニケーション支援では多言語による生活

情報提供や、通訳者の派遣及び翻訳を行っている。

在住外国人向けにニュースレターを年 4 回発行し、

児童相談所や保育園など子育て関係の公的機関へ

の通訳派遣をしているが、派遣回数は増加傾向に

ある。昨今、国や都での対策が進められつつあるが、

身近な外国人にまで届いてないのが現状である。通

訳のできるボランティアの協力を募り、体制を強

化していきたい。

多文化共生地域づくりには日本人・外国人を問

わず、色々なボランティア活動をコーディネート

し暮らしやすい地域づくりのための事業を行って

いる。

相談事業は日本語教室や留学生のホームビジッ

トプログラムと連携している。今年度 12 月末ま

での相談件数は 292 件である。内訳は翻訳・通

訳派遣が 62%、専門家相談が 15%、情報提供が

14%、緊急小口資金・支援金が 5.4%、生活相談

が 3.6% である。近年 MIA の相談には、日本語教

室の現在及びに過去の学習者の相談割合が増えて

きた。今年度は新規来日外国人が激減し、コロナ

禍で日本語教室の運営中止の時期もあったが、す

でに 300 件に近い。昨年度の同時期に比べると 2

割増となっており、増加傾向にあると考えられる。

外国人のためのリレー専門家相談会は予約制にし、

スカイプと電話相談で実施した。「通告なしで解雇

された」、「契約を勝手に変更された」、「契約更新を

してくれない」、「仕事が見つからない」などの相談

が増えている。DV、離婚相談も増えているようで

ある。コロナ禍で収入が減り、経済的に困ってい

る外国人の緊急小口資金などの問い合わせや申請

のサポートなどが 16 件あった。ここで、MIA が

事業をリンクして対応した事例 2 件を紹介する。

（1）成功例

留学生の心理相談：2019 年春に来日し、日本

語学校に入学した中国出身の学生。日本の大学院

への進学希望であるが受からず、気持ちが落ち込

んでいた。そこへ緊急事態宣言が発令され、日本

語学校が休校となると同時にアルバイトも減った。

帰国もできず、外へ出る機会もなく、巣籠りの中

で段々と昼夜逆転となり、困っていた。MIA で相

談しながら週 1 回 MIA 子ども日本語教室にボラン

ティアとして活動することとした。彼は面接が苦

手ということで、MIA の関係者と一緒に面接練習

をし、アドバイスをもらった。それ以来、彼は毎

週日本語学習支援に来てくれ、「活動がとても楽し

報告③　公益財団法人武蔵野市国際交流協会より

金井 梅（コーディネーター） 
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MIA

い」「受験の準備も始めた」と言ってくれた。そして、

去年の年末に国立大学の大学院に合格できた。

（2）課題として残った事例

アジア出身の女性相談：昨年夏頃、日本人女性

から外国人女性が家庭のことで相談したいという

趣旨のメールが届いた。来日 5 年間の間、日本人

の夫から 2 回暴力を受け、離婚を考えているとの

ことであった。多言語相談窓口、日本語教室など

をメールで案内し、相談に来るように勧めたが来

なかった。友達の同伴で子育て支援の担当課に相

談し、法テラスを紹介してもらったが、通訳がい

ないため、相談は実現できなかったことが後日分

かった。MIA には通訳がいたのにサポートができ

ず、連携不足という大きな課題を感じさせられた。

その後、友人の同伴で MIA を訪れ、通訳ボランティ

アと職員の対応でストレスは軽減されたのではな

いかと思う。相談時、彼女はすでに子供を日本に

残して帰国することを決意していた。外国人の日

本への入国が制限される時期だったため、再入国

手続きの案内をした。「もう日本には戻らないかも」

と思っていたが、半年後来日したと連絡があった。

日本語教室への参加を強く勧め、今は通っている。

そして、関係者もそばで見守っている。
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新宿区は外国人が非常に多い区で、3 万 8 千人、

約 11％を占めている。前年は 4 万 3 千人の外国

人がいたが、コロナの影響で減ってきた。新宿区

には外国人相談窓口が、外国人相談窓口と外国人

相談コーナーの 2 か所あり、外国人相談窓口は区

役所内に、外国人相談コーナーはしんじゅく多文

化共生プラザに設置されている。区役所内の窓口

には英語・中国・韓国語は常設しており、タイ語、

ミャンマー語、ネパール語などはしんじゅく多文

化共生プラザに設置した外国人相談コーナーが曜

日によって対応している。なお、外国人相談コー

ナーは入管の外国人総合相談支援センターとの併

設となっている。相談実績としては、令和元年度

が 4379 件、令和 2 年度 12 月までは 3931 件

と前年比約 20％増となっている。具体的な相談内

容を見ると、令和 2 年ではコロナ関連が 36％を占

めている。相談内容 4 をご覧になって欲しい。外

国人相談窓口が区役所内に設置されていることで、

社会保険・年金 / 税金 / 医療、住民登録などの手続

き関連件数が占める比率が高い。また、区役所地下

1 階に特別低定額給付金の対策室が設置されたこと

から、特別定額給付金や助成金などの手続きや問

い合わせ、相談が多かった。この他の生活困窮など、

福祉関連の相談は社会福祉協議会や、福祉事務所

のほうで対応しており、それらの窓口では支援制度

の利用者全体の約 30％～ 40％が外国人であった

ことが判明した。このような状況からみると、外

国人の方は自分のニーズに合わせて直接関連窓口

へ向かい、利用していたことが分かる。 

報告④　新宿区役所　外国人相談窓口 / 新宿区立しんじゅく多文化共生プラザ 

　　　　　　外国人相談コーナーより

神崎 章（新宿区　地域振興部　多文化共生推進課長） 
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大 田 区 の 総 人 口 は 約 73 万 人、 外 国 人 口 は

24,122 人、3.3％を占めている。中国、韓国、フィ

リピン、ベトナムの順に多く、その中で在留資格

では永住者が 30％と一番多い。

多言語相談窓口は、大田区から受託されたが、

2018 年「国際都市おおた協会」の設立により、

当該協会から委託されるようになった。開設時間

は、月曜から金曜日の午前 7 時から午後 5 時、場

所は大田区消費者センターの 1 階である。相談窓

口以外に通訳派遣、翻訳、日本語こども教室の運

営なども行っている。相談対応は、対面、電話、メー

ル、スカイプなどで行っている。スカイプ相談はコ

ロナ禍で新たに導入した。対応言語は、曜日によっ

て各言語に分かれており、英語、中国語、タガロ

グ語、ネパール語、ベトナム語の対応が可能となっ

ている。母語での相談を大切にしている。この他、

スペイン語やウルドゥー語、ヒンディー語等、凡そ

18 言語の予約対応が可能となっている。コーディ

ネーターと翻訳のコーディネーターを各 1 名配置

し、通訳兼相談員を大体 2、3 名ずつ配置している。

この 5 年間の相談件数の推移では相談者、相談

件数とも増加している。相談件数は、一人の相談

者が複数の相談項目を相談する場合があるので、

相談者数＝相談件数ではない。2019 年度は相談

者数が 2,073 人、今年度の 4 月から 12 月の間は

2,084 人と、増加傾向にある。緊急事態宣言下、

感染防止対策としてスカイプを利用したリモート

相談を行った。4 月の緊急事態宣言中は相談者数が

多くなかったが、緊急事態宣言が解除された 5 月、

6 月から相談者数が増え、6 月には特別定額給付

金の申請などで前年度と比べるとほぼ倍となった。

緊急小口資金、総合支援資金、住宅確保給付金など、

生活福祉関連相談、コロナに端を発した労働相談、

生活困窮の相談が多かった。

外国人は永住者、定住者の在留資格でないと生

活保護を受けられないが、緊急小口資金や住宅確

保給付金はかなり幅広い在留資格が対象となるの

でセイフティーネットになっていた。対面での相

談を続けていたので申請書の記入サポートが多く、

所要時間も長かった。また、特別定額給付金の申請

は紙媒体の申請だったため、外国人住民にとっては

その記入が難しく、その上入金までの時間が長く、

問い合わせが多かった。

労働相談も多かった。空港、レストラン、総菜

工場、ホテルの清掃など、コロナ禍による影響を大

きく受ける仕事についている方が多く、「休業する

ように言われたが休業手当を払ってもらえない」、

「休業支援金を申請したが、休業に関しての見解が

雇用主と違って協力してもらえない」、「急に解雇

された」、「実際には労働者性の労働者なのだが、業

務委託といった契約になっているので休業しても

休業手当がもらえない」などの内容が多々あった。

雇用保険に関しては、雇用保険自体を知らない方

も多かった。

この他にも、契約書が無い、給与明細が無い、

有休が無い、何のセイフティーネットも無い方々も

おり、彼らはコロナ禍の影響で一気に雇用状況が

悪化し、生活困窮の状態に陥っていた。私たちの

窓口では、このような方には個人で加入できるも

のを情報提供したり、法律相談につないだり、各

専門機関と連携しながら相談対応をしている。

相談件数は、緊急事態宣言下で減少し、解除後

急増した。対面、オンライン対応で、電話だけでは

できない相談にも対応できたと思っている。一方、

このコロナ禍で導入したスカイプでの対応なども

有効な手段として、今後も活用していけるのでは

報告⑤　一般財団法人国際都市おおた協会多言語相談窓口　より

石井 さわ子氏（一般社団法人レガートおおた）
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~
2021 2 13

1

ないかと思っている。様々な支援策が行われたが、

案内は多言語で可能でも申請書の記入は日本語な

ので、外国人住民にとっては難題であったと思う。

そして、労働相談が多いのはこの相談窓口の特徴

だが、外国人の労働者が置かれた厳しい労働環境

がコロナ禍で顕在化してきたのではないかと思う。

また、DV 相談も増加の傾向にあるが、夫が在宅勤

務のため相談に来づらいという声もあった。

元々あった日本社会の構造的な問題などがコロ

ナ禍で顕在化したと思う。現在も窓口には生活に困

窮したという相談が多く寄せられているので、この

状況はまだ続いていくものではないかと思われる。 
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質疑応答（進行：明治学院大学　長谷部美佳　准教授）

Q（長谷部）：相談を受け付ける機関とその後の支援まで行う機関があるが、スタッフに求められるノQ（長谷部）：相談を受け付ける機関とその後の支援まで行う機関があるが、スタッフに求められるノ

ウハウの違いはあるか、また支援をどこまで行うかという基準はあるか。ウハウの違いはあるか、また支援をどこまで行うかという基準はあるか。

新居：新居：TOCOS は東京都の公的な機関として、できる範囲がある。他県からの相談や個別支援が必要

な案件は、CINGA として伴走支援をしている。

今井：今井：東村山市は庁内に窓口があるので、担当所管につなぐ内容かどうか振り分け、つなげる案件は、

一緒に窓口に行き通訳している。行政の枠を超えた相談（日本語の勉強等）は、外部団体につな

いでいる。

金井：金井：MIA は窓口に相談員はいない。相談内容に応じて、専門家相談につないだり、出来る範囲で情

報提供をしている。できない部分は TOCOS やつながり創生財団、他団体に繋ぐこともある。支

援できる案件については、伴走して最後まで面倒をみたい。

神崎：神崎：外国人相談窓口は専門家相談ではないので、案件に応じて専門家に繋ぐことが基本になる。相

談員がその国の事情に詳しい案件では、個別にアドバイスしたり、同国のコミュニティーを紹介

して支援の道を探ることもある。

石井：石井：大田区の多言語相談窓口は、法律相談は弁護士につなぎ、児童相談所や子ども家庭センター、

社会福祉協議会などとも連携している。同行支援はしないので、警察や生活福祉課への同行支援

が必要な DV 相談などは、レガートおおたで引き継いでいる。レガートおおたとしては、問題が

解決するか、相談者が安定した状態になるまでお付き合いをする。

長谷部：長谷部：TOCOS と CINGA の関係も、大田区とレガートおおたの関係と似ている。CINGA としては、

最後まで支援するということでいいか？

新居：新居：CINGA は中間支援組織として広域対応しているので、つないだ先を含めて 3 者関係を作ってい

る。CINGA は同行支援ができないので、つないだ先のネットワークで最後まで寄り添う。解決で

きるかどうかまでフィードバックをもらっている。

Q（長谷部）：どの団体も ZOOM ではなくスカイプを利用しているのは何故か？Q（長谷部）：どの団体も ZOOM ではなくスカイプを利用しているのは何故か？

石井：石井：最初はセキュリティー問題があったので、スカイプを導入し、現在も引き続き使用している。

新居：新居：CINGA は 5 年前からスカイプを使用していたが、今年度から ZOOM にした。スカイプは個人

のアカウントを使うので、名前が見えてしまう。ZOOM は名前を変えられるので、通訳者や専門

家の個人情報を守るために ZOOM に変えた。

Q（長谷部）：知人から DV の相談を受けて行政に行ったら、本人からの相談でないと受け付けないとQ（長谷部）：知人から DV の相談を受けて行政に行ったら、本人からの相談でないと受け付けないと

言われた。本人は相談に行く気力がない場合、どう対処したらいいか。言われた。本人は相談に行く気力がない場合、どう対処したらいいか。

金井：金井：MIA では代理でも相談できる。本人が来れないことが多い。旦那さんがいる休みの日に来れな

い人のため、平日の相談会を企画している。窓口に来たらまずは話を聞いて、市や専門家と連携

して日にちを調整し、本人や代理人と行政の窓口まで行くことも可能。

石井：石井：生活福祉課と連携しているので、まずは情報共有している。こどもがいる場合は虐待もあるので、

子ども家庭支援センターと連携している。必ずしも本人でなくても、専門機関と連携して対応す

ることができる。

新居：新居：相談の当事者性を訴える側の考えも理解できる。CINGA も代理相談は基本的に受けていない。。

本人が動けないときこそ、オンラインを活用。電話やラインなどで当事者性をもたせることはで
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きる。行政ではオンラインが整っていないが、オンラインの力が必要だと強く思う。

神崎：神崎：そもそもこの間、対面ができず、電話だけだったり、相談自体が難しい人がいた。オンライン

ができれば救える方も増える。オンライン相談導入は検討していくといい。

今井：今井：当事者が来る方が話が早く、フィルターがかからないので、一番おススメしている。つなぐ先

の手前で、ワンクッション、必要な言語で聞ける。ただ、オンラインは有効で、アクセスのハー

ドルが下がる。行政が着手すべきと思う。

長谷部：長谷部：オンラインが使えるようになったことがコロナの最大の副産物である。

Q（長谷部）：CINGA が自身のネットワークを使って対応すると、長い目で見た場合、各自治体の課Q（長谷部）：CINGA が自身のネットワークを使って対応すると、長い目で見た場合、各自治体の課

題認識が薄くなるのではないか。また、東京都以外の自治体との連携はどうしているか。傾聴相題認識が薄くなるのではないか。また、東京都以外の自治体との連携はどうしているか。傾聴相

談の時の言語サポートはどうしているか？談の時の言語サポートはどうしているか？

新居：新居：ご指摘のとおり。だからこそ 4 者協定にしている。コーディネーターが問い合わせるときに、

CINGA の名ではなく、TOCOS のコーディネーターとして行政に働きかけられるのが大きい。東

京都から自治体にアプローチでき、施策は行政同士の関係で構築される。4 者がそれぞれの得意

分野に合わせてアプローチできる。CINGA のネットワークを提供して東京都が動いているとい

うことだ。言語に関しては、ベンガル語が入れられなかったのは残念だった。相談員がいるので

CINGA で対応している。アンケートでは、どこから TOCOS の情報を聞いたのかを確認しており、

圧倒的に多いのは行政から聞いたとなっている。傾聴については、コーディネーターに心理カウ

ンセラーが入っている。また、相談員が対応もしているが、時間を 30 分程度と区切って対応す

るように心がけている。また、その日の振り返りで、相談員に吐き出してもらうよう心掛けている。

専門家の力とサポートする仕組みが必要。

Q（長谷部）：東村山市へ質問。日本語教室の運営で、非常時に国や都の支援で必要なものは？Q（長谷部）：東村山市へ質問。日本語教室の運営で、非常時に国や都の支援で必要なものは？

今井：今井：東村山市はまだ日本語オンライン支援をしていない。市主催のこども日本語ボランティア養成

にオンラインを導入したいが今年度はできなかった。クリアするためには市の財源では厳しい。

オンラインスキルの支援も必要なので、都や国にやってもらいたい。

Q（長谷部）：MIA への質問。武蔵野市の外国人の抱える課題と解決方法について。留学生のホームビジッQ（長谷部）：MIA への質問。武蔵野市の外国人の抱える課題と解決方法について。留学生のホームビジッ

トとは？留学生のケースは、MIA と日本語学校とのつながりがあったのか？会員数が減っているトとは？留学生のケースは、MIA と日本語学校とのつながりがあったのか？会員数が減っている

理由は？理由は？

金井：金井：MIA に来ている相談は、ビザの更新や失業、労働の契約打ち切りなどが増えている。離婚の相

談もあり、コロナで在宅時間が増えているためだと実感。解決方法は、専門家や市につないだり、

協会でできる生活面の支援もある。ホームビジットは、「留学生むさしのファミリープログラム」

といい、1 年間家族の一員として交流するプログラム。去年から留学生が来日せず、一時的に交

流は難しい。秋から ZOOM での交流にしたところ、来日待ちの留学生の海外からの参加もあり盛

況。心理相談の件では、日本語学校とのつながりはないが、本人からメールが入り、心理カウン

セラーとマッチングできた。メールの相談が増えている。ボランティアしたい、イベントに参加

したいという方が会員になっていたので、去年からコロナでイベントが中止になり、更新をしな

い会員が増え、新規加入も少ないためである。
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Q（長谷部）：実習生の Facebook 相談室をやっている。メッセンジャーで通訳を交えて聞き取りをしQ（長谷部）：実習生の Facebook 相談室をやっている。メッセンジャーで通訳を交えて聞き取りをし

て、不正の証拠を集めている。国や自治体も SNS を使って欲しい。Facebook やメッセンジャーて、不正の証拠を集めている。国や自治体も SNS を使って欲しい。Facebook やメッセンジャー

で相談を受け付けている団体はあるか？で相談を受け付けている団体はあるか？

石井：石井：ベトナムやフィリピンの方はメッセンジャーを使っている人が多いので、レガートおおたでは

メッセンジャーでの相談も受けている。ウィチャットも導入を検討中。

新居：新居：CINGA もメールや電話が多い。つながった後は時間や場所などを示すときなど、LINE やショー

トメッセージなど、文字でやりとりをしている。文字の方がお互いによくわかる。

長谷部：長谷部：行政ではむずかしいですね。

１．皆さんの報告から（相談内容の特徴）

コロナ禍で相談件数の増加が目立った。コロナ

感染という直接の不安よりも、税金の猶予や失業、

生活困窮が多い印象だった。外国人に限らないが、

家族間の関係性が変化した。家庭での滞在時間が増

え、家族がぎくしゃくしたり、離婚や DV が増える。

在留資格の不安は、日本人にはない問題。失業で

在留資格の更新ができないなど。

日本語教室などが閉鎖されることにより、相談

に行く手前の場がなく、つながりがなくなってしま

うことが大変だ。ホームレス状態になってしまう

ケースでは、永住者や定住者以外の外国人は、生

活保護が使えないという課題が改めて表れた。有

事になると弱者への影響が大きいのはどこの国も

一緒だが、日本の中でも外国人、外国人でもより

弱い立場の人に影響が出ている。日常会話はでき

ても読み書きができない外国人は多く、普段コミュ

ニケーションに困っていない人にも見えてきた課

題である。

相談体制の在り方については、今日の登壇者は

NPO（自治体から請け負っている実働部隊）、行政

窓口、国際協会で、外国人相談の現状を表している。

新宿区と東村山市は行政が直接、東京都（TOCOS）

は CINGA が請け負い、TOCOS で受けきれない

ものは CINGA がやっているなどという実態があ

る。MIA は武蔵野市とも関係ある中でやっている。

外国人支援は NPO が長年実績をもち、行政とうま

く連携してやっており、有事の時にも効果的にで

きている。行政だけでも、NPO だけでも出来きれ

ない部分がある。こういう連携の在り方は今後も

増えていくのではないか。

２．行政の努力と限界

行政の窓口が努力していることは皆知っている。

入管法改正から外国人を支援する窓口を作るよう

国から言われており、総務省の報告書によると外国

人を支援する窓口を設置する市町村は増えている。

ただし、行政にも限界がある。例えば、地域横断的

なことへの対応は、必ずしも一つの行政単位では

収まらない。外国人は行政単位で生活しているわ

けではなく、横のつながりや行政間を跨いだ仕事

は、行政だけではできない。労働相談も行政窓口

での解決は難しく、持っているネットワークで「ふ

さわしいところに繋いでいく」ことが大切だ。また、

コロナ禍で急増している、DV や家庭内の問題も行

政は介入しにくいと言われている。行政の限界に

ついて考えていくと、NPO との連携で解決せざる

を得ないということが、今日の報告でよくわかっ

たかと思う。

総括講演：コロナ禍で見えてきた外国人相談を取り巻く状況と課題

長谷部 美佳（明治学院大学　教養教育センター　准教授）
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３．NPO の役割

サラモン（1999）は NPO の機能は 4 つある

と言っている。「サービスの提供」「価値を守る」「問

題発見と提言」「ソーシャルキャピタルやコミュニ

ティの形成」、今日はこの中の「サービスの提供」

と「ソーシャルキャピタルやコミュニティの形成」

について話したい。

NPO の役割は、政府や企業が出来にくいサービ

スを提供することである。行政は同質的・公平性が

大きな機能であるため個別のケースに対応しきれ

ないが、NPO は特に現場に近く、利用者のニーズ

にきめ細かい対応ができるため、より効果的で革

新的な方法をとることができる。行政から NPO に

つなぐケースも出てきているが、これは日本語教

室や学習支援に特化した団体が多くなったことも

背景にある。これまで NPO は DV や労働支援など

の難しい対応だけでなく、相談の一歩手前の相談

にもずっと対応してきたが、それが有事につなが

りとして大事だったことが見えてきた。「サービス

の提供」が、外国人とホスト（我々）の「つながり」

にもなり、ソーシャルキャピタルの形成に役割を

果たしていることになる。

人と人とのつながり（ネットワーク）、お互い様

（規範）、信頼といった要素が、人と人との協力関係

を促進し、社会を円滑にすると言われており、そ

れを言語化するとソーシャルキャピタルとなる。ロ

バート・パットナム（1998）は「調整された諸活

動を活発にすることで、社会の効率性を改善でき

る。信頼、規範、ネットワークという社会組織が

改善する」と定義している。ポルテスは（1998）「あ

る社会的つながりに帰属することを通じて、「ある

人が利益を確保する能力」がソーシャルキャピタル

である」と言っている。このように、人と人がつ

ながることが、利益にもつながるという発想をソー

シャルキャピタルと呼称していると理解してほし

い。ソーシャルキャピタルには結束型と橋渡し型

の 2 種類あり、結束型は同じコミュニティに属す

る人たちの結びつきを示し、橋渡し型はコミュニ

ティを超えてつながっているネットワーク（異なる

コミュニティ同士がつながっているネットワーク）

だと言われている。

４．外国人コミュニティとの連携

外国人コミュニティには集住をベースとした地

理的コミュニティ（まとまって住んでいるケース）

と、目的の共有をベースとしたネットワーク型のコ

ミュニティ（遠くに住んでいても同じ目的で集ま

れる）の 2 パターンがある。集住をベースとした

コミュニティでは、自分と同じ文化的背景を持つ

人たちと、地理的に近いところに居住し、食料店や

雑貨店などを作り、コミュ二ティを形成するパター

ンがある。ネットワーク型としては、SNS、宗教（教

会や寺）をベースにしたコミュニティがある。こ

うしたコミュニティの機能として最も大きいのが、

生活を潤すための情報共有や情報交換、就職先情

報の交換などである。生活に関する地方自治体の

情報交換や助成金の話なども流通しており、コミュ

ニティを通して日本人との交流促進をしていると

ころもある。

外国人は困ったことがあると、いきなり行政に

はいかず、最初は友人や同胞などを頼る。コミュ二

ティが最初のよりどころで、行政の窓口は、そこで

ないとダメな問題の最終手段になってくる。コミュ

ニティの中でつながっていない人や、コミュニティ

の中で弱い立場の人、コミュニティの中で情報を

得られない人が、ダイレクトに行政に行くことに

なる。逆に言うと行政はコミュニティの中からは

ずれた人が行きやすい場所になっている。行政が

外国人コミュニティとうまく連携を取れるように

なれば、切羽詰まる前から情報共有ができるよう

になる。また、外国人コミュニティの流通情報が

必ずしも正確でないこともあるため、連携するこ

とにより、特に命に関わる時には正しい情報を得

てもらうことができる。

ただし、外国人コミュニティとの連携は、すぐ

にできることではない。有事につながるのではな

く、平時からつながることが重要である。大震災の

時も、普段からつながっていなければ連携は無理

だと認識された。普段のつながりがいざというと

きに重要であり、日頃からの連携が行政や国際交

流協会に求められる。行政とNPOが、いまあるネッ

トワークをさらに広げていくことが重要である。
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今日は、次代の国際協力を考えるということで、

海外に目を転じていただく舞台になるかと思う。

しかし、事例の中では国内事例と関連していると

ころもあり、最終的な一つの方向性としては、こ

れからは国境で海外・国内を分ける時代ではもう

なくなっているのではないか。国内にも 290 万人

（2019 年）の外国人が住んでいる上に、2019 年

には 2000 万人が海外に出て行き、3000 万人が

入ってきている。国内にいる外国人も自国の様々な

状況に関連して日本に滞在している。もはや、国

境を越えて環境問題もあり、コロナも感染が広がっ

ているため、そういう意味でグローバルな共生社

会をどう作っていくかが今日の大きな課題だと考

えている。

今、世界は新型コロナで大きな影響を受けてい

る。特に、最も弱い立場にいる人が一番大きな影響

B 分科会B 分科会

●テ　ー　マ：　「なぜ」、「いま」国際協力が必要なのか　●テ　ー　マ：　「なぜ」、「いま」国際協力が必要なのか　

　　　　　　　　－ウィズコロナ時代の国際協力の在り方を考える－　　　　　　　　－ウィズコロナ時代の国際協力の在り方を考える－

COVID-19 は国際協力や国際交流の団体に、従来の「なぜ」に加え「いま」

という問題を与えた。危機的状況下の「いま」、リスクを背負ってまで行う必要

があるのか？

「いまできる」「いまだからこそできる」活動を模索し、新たな挑戦をする人々

がいる。

・コロナ禍により帰国した海外協力隊員が、嬬恋のキャベツ収穫を支える実習生

と農家を繋いだ活動

・甘楽町に多いベトナム実習生と住民の憩いの場である古民家カフェでの活動

・フィリピンにおける新型ｺﾛﾅの影響と、渡航制限下での遠隔による活動の継続

方法や新しい活動内容

・感染拡大や日本国内で生じる諸問題を理解しつつも、海外での国際協力活動を

中断させずに継続してきた意味や、体制・手法及び課題

コロナ禍で各国との共生・国際協力について、市民の皆様と考える機会にしたい。

●コーディネーター兼基調講演者：　若林 秀樹氏●コーディネーター兼基調講演者：　若林 秀樹氏

　　　　　　　　　　　　　　　　　特定非営利活動法人国際協力　　　　　　　　　　　　　　　　　特定非営利活動法人国際協力 NGO センター事務局長NGO センター事務局長

●事例報告①：●事例報告①：　　岩井 あみ氏　嬬キャベ海外協力隊プロジェクト　（独法）JICA 海外協力隊

●事例報告②：●事例報告②：　　小林 杏澄氏　／清水　沙悠梨氏

　古民家かふぇ信州屋　（独法）JICA 海外協力隊

●事例報告③：●事例報告③：　　倉田 麻里氏　特定非営利活動法人イカオ・アコ　常務理事

●事例報告④：●事例報告④：　　石川 圭氏　特定非営利活動法人ハンガー・フリー・ワールド　事務局長

●参　加　者：　55 名●参　加　者：　55 名

基調講演

若林 秀樹　特定非営利活動法人国際協力 NGOセンター　事務局長
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を受けている。移民や、若年層、女性あるいはイン

フォーマルセクターで働いている人などだ。そし

て、全世界の半分が封鎖され、大幅な失業や所得

の減少が起きている。先進国も例外ではない。イ

ギリスでは 2020 年、約 10% 以上前年と比べて

経済がダウンしている状況もある。国連人間開発

指数は 1990 年から統計を始めて以来、初めて教

育・健康などの生活水準が低下する可能性がある。

これらの危機に単独で打ち勝てる国や地域はない

のではないか。まさにお互いに協力し合いながら、

世界は繋がっていて、今こそ国際協力が必要な時

代はないのではないかと考えている。今、新型コ

ロナによる社会経済の様々な影響の始まりを目の

当たりにしているのではないかという見方もある。

また、世界全体が何年もこの影響を受けながら生

きていくということも言われている。本分科会が、

グローバルな共生社会を作るために、自分たちに

は何ができるのかを考えるきっかけになればいい

と思っている。

私自身は JANIC で事務局長をしており、他にも

アジア開発連盟の議長などをしている。今日は自ら

のさまざまな経験に基づいたお話をしたいと思う。

世界経済は相互依存の社会である。1990 年前後

から、経済のグローバル化が進み、サプライチェー

ンで世界は繋がってきた。中国の工場が止まれば、

もはや日本でモノは作れない。また、３億人くら

いの人が国を離れて移動して生活をしているとい

う状況がある。

そ の 中 で、2015 年 に 持 続 可 能 な 開 発 目 標

（SDGs）が設定されたが、コロナによって足踏み

状態になっている。国境を越える感染症、気候変動、

難民移民の問題、ボーダレスな地球規模の課題が山

積している。その中でも内向き主義、自国主義がは

びこっている。民主化も後退しており、ミャンマー

のクーデターや香港の市民への弾圧などが例にあ

げられる。では、我々はどのような社会を目指して

いくべきなのか？現在は、SDGs を達成し、誰一

人取り残さない社会、グローバル共生社会を作って

いくという目標を掲げて、2030 年まで取り組ん

でいる。そして、これに関わる貧困撲滅が最優先課

題である。「人権は不可侵である」ということを我々

は目指しているのだ。この「誰一人取り残さない」

という言葉は SDGs の精神になっている。もうす

でに取り残されている人たちの問題から優先的に

取り組んでいこうという意志、最後にいる人たちの

問題を最初に取り組むのだということを示してい

る。恐怖及び、暴力からの自由、平和で包摂的な社

会を作っていくことを目指し、SDGs はいかに戦

争や紛争が起きにくい社会を作るのかが背景にあ

る。残念ながら、人間の歴史は紛争や戦争の歴史と

言っても過言ではない。その背景には貧困や、守ら

れていない人権という様々な問題が隠されている。

だからこそ、持続可能な開発をしていくことが我々

にとって必要なのだ。だが、実際、必ずしもその

方向に進んでいるわけではない。さまざまな課題

が山積しているのが現状である。紛争や内戦、テ

ロ、今は米中争いも続いている。無くならない暴力、

性被害、汚職、SDGs ウォッシュ（見せかけでは

いかにも SDGs に取り組んでいるが、実態は違う）

などもある。SDGs ウォッシュの 1 つとして、驚

いたのが、電気自動車が C02 削減のキーであると

いうことと、一方で電気自動車に使うリチウム電池

のリチウムやコバルトを採取するために環境負荷

を高め、ものすごいエネルギーがかかっていると

いう事実だ。例えば電気自動車メーカーのテスラ。

車の製造過程で C02 をどのくらい排出しているの

かは公表されていない。電気自動車を使うことで

目の前はクリーンだが、それが作られる背景が見

えにくくなっている。

では、国際協力は今どうなっているのだろうか？

Google トレンドという Google の検索数のデー

タがあるが、2004 年と比べ国際協力の検索数は

１０分の 1 になってしまった。NGO を検索してみ

ても同じような傾向がある。国際協力そのものが社

会の理解や関心を得られていない。しかし、社会

がグローバルな社会課題に関心がないわけでない。

国際協力自体が響いていないだけだ。それが今回の

ひとつのテーマなのではないか。さまざまな社会

課題に対し、人々に共感が得られる形でどう一緒

に取り組んでいくかが重要だと考えている。ただ、

現実は課題が山積である。そういう意味で、グロー

バルな共生社会に向けた、新たな国際協力はどう
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なるのか？

ひとつ今、常に経済成長を前提とした社会が限

界なのかという見方がある。話題の本として「人

新世の資本論」がある。この本は、これまでの経

済成長を前提とした社会へのアンチテーゼであり、

生産性向上や経済成長の結果、もう地球環境的には

保たなくなってきていることを主張している。経済

成長といいながら資源の破壊に繋がり、格差がよ

り拡大しているなどの様々な課題を引き起こして

いるのだ。その時に我々市民社会としては、誰一

人取り残さない社会を本気で取り組んでいくとい

うことが必要なのではないか、と思っている。日

本にも生活保護の制度がある。最後は生活保護が

あるから大丈夫という人もいるが、結局生活保護

を受けている人は２割しかいない。5人に1人しか、

対象にいながら生活保護を受けていないという現

状がある。欧米だと 8 割、9 割の人が受けている。

日本では憲法で、人間的な最低限度の文化的な生活

が保障されながらも、それさえも受けられないの

である。本当の意味で誰一人取り残さないのであれ

ば、今誰が取り残されているのか？その人の問題か

ら取り組んでいく本気度を示していく必要がある。

また、アジアやアフリカなどの現地で日本がどのよ

うな付加価値を持って、国際協力をやる必要があ

るのか？特にコロナ禍の日本の国際協力や NGO の

活動のあり方が問われているのではないかと思う。

国際協力局も、日本人駐在員が海外に赴き、直

接プロジェクトを実施するという前提から、やり

方も大きく変わろうとしている。現地の能力開発、

現地職員に権限を委譲する、業務委託する、パー

トナー団体との協力関係の強化等、駐在員派遣型

の国際協力が少なくなりつつあり、今後は資金提

供を現地の市民社会組織にもっと行うべきではな

いか、などの意見もある。また、ここでテクノロジー

に最大の効果を期待するという点についてだが、こ

れは事実の面ももちろんあるが、必ずしも最先端の

テクノロジーが全ての地域に生きるとは限らない。

その地域にあった適正な技術が現地の雇用を生み

出す。最先端技術を入れたところで、技術は問題

を解決できるかもしれないが、雇用を生まないと

いう面もあるのだ。持続可能な適正技術が必要な

のではないかだろうか。

「お互いに学び合い、尊重し、生きる意味を見つ

ける」ということが国際協力のあり方だと思う。日

本国内でもできる国際協力や交流も必要なのだと

思う。290 万人の外国人が日本で生活をしている

が、彼らが母国に帰る時期も来る。その時に日本で

得た経験や人とのつながりが帰国後に国際協力と

しての課題解決につながることもあるのではない

かと思っている。まさに今、With コロナで新たな

国際協力が始まっている。そのあり方を学ぶため、

今日の分科会を通して、自分にもできる一歩があ

るのではないか？と思えたらいい。
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私は大学卒業後、青年海外協力隊として 2018

年 7 月からアフリカ南部のザンビア共和国に行っ

て、現地で体育の授業を主に行っていた。本来なら

ば、2020 年 7 月まで活動予定だったが、2020

年の 3 月に緊急帰国し、嬬キャベ海外協力隊とし

て活動をした。今回はその嬬キャベ海外協力隊の

活動について話す。

まず、舞台となったのは群馬県嬬恋村だ。写真

奥に見えているのが浅間山で、浅間山の麓にある

村だ。ここはキャベツの生産量日本 1 の村で、キャ

ベツしかないようなところだった。そんな嬬恋村

だったが、こんなことがあった。2020 年の 4 月

に、毎年約 300 人の外国人実習生が嬬恋村のキャ

ベツを支えていたが、今年は通常の 3 分の１しか

入国できていない、人手不足の危機だったのであ

る。同時に、JICA 海外協力隊の緊急帰国のニュー

スがあった。約 1800 名の協力隊全員が緊急帰国

を余儀なくされた。

そこで、こんなことを考えた人たちがいた。「任

期を全うできず、不完全燃焼のまま帰ってきてし

まった協力隊の助けになりたい」、また、「技能実習

生が入れなかったところに協力隊が入り、少しでも

農家の支えになれればいいのでは？」。これを考え

たのが NPO 法人自然塾寺子屋の人たちだった。こ

の人たちは協力隊の OB・OG で、協力隊の気持ち

をよくわかってくれている方たちだった。この方た

ちが「協力隊の緊急帰国と嬬恋村の人手不足を組み

合わせれば、どちらも解決できるのではないか？」

と考えた。

他にもこんな実態があった。嬬恋村では技能実

習生が仕事に嫌気がさし、逃げ出してしまうことが

起きている。技能実習生と農家の間には何がある

のだろうか。逃げ出してしまうということは、仕

事が嫌であったり、人間関係が上手くいっていな

いということなのか。実習生と農家の間に何かす

れ違いがあるのではないかと考えるようになった。

協力隊経験者の強みを活かせば何かできること

があるのではないか？実際、協力隊経験者の強み

は、以下のようなものがある。高いモチベーション、

どこにでも溶け込む力、途上国に行って現地に溶

け込んで活動をする、課題解決力、前向きな姿勢、

相手への思いやりを持って、人に接する。自分とは

違う立場の人の気持ちになって、相手のことを考

えて、思いやりを持って接する…などが協力隊経

験者の強みだと考えている。技能実習生と農家の

すれ違いに関しても、私たちが少しでも手伝えれ

ばいいのではないか？強みを生かせれば良いので

はないか？海外で外国人を経験していた私たちが、

双方の気持ちを汲んで、橋渡しができたらいいね、

という声が上がり、嬬キャベ海外協力隊プロジェ

クトが始まった。

主な活動について話していく。1 つ目が援農活

動だ。5 月から 10 月まで、1 人の従業員として、

農家のキャベツの出荷を手伝った。12 軒の農家に

受け入れてもらったが、多い時は 1 日にキャベツ

1 万玉を収穫して出荷し、夜中の 3 時からヘッド

ライトをつけて、暗い中から収穫をして、出荷する

など、ハードな仕事ではあったが、12 件の農家で

活動を全うさせていただいた。2つ目は全体研修だ。

毎週金曜日にお休みをもらって、国内の現場から

地域作りを学ぶ、海外で学んできたことを嬬恋村

にいる中でどのように生かしていくか？講義を受

けたりしながら、自分がこれからどのようなこと

ができるかを考えたり、進路ガイダンスとして嬬

報告①：「今できること～嬬恋村での活動を通して～」

岩井 あみ　嬬キャベ海外協力隊プロジェクト
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キャベを終えたらどんなことをしていくのかなど

を共通の休みの日に話し合った。3 つ目は地域実践

活動だ。これは幾つかのチームに分かれて行った。

嬬恋村に行って、地域のために残せるものは何か？

という思いから始まった活動だ。

たとえば、技能実習生の余暇活動の充実。技能

実習生には、車や自転車に乗ってはいけないなどの

行動の制限がある。その制限から精神的に疲れてし

まう、その結果仕事を辞めてしまうという問題に

着目して、村内の娯楽としてのスポーツを提案し

た。地域住民と実習生が垣根を越えて、つながり

豊かな生活にするためのきっかけを作った。他に

は、実習生の食事調査がある。母国の味と嬬恋村

の食べ物を掛け合わせ、何か母国の味に近いもの、

実習生の舌に合うものを、嬬恋の食べ物を使って

作ることができないか？を研究した。例えば、キャ

ベツのアンチョビのレシピがミャンマー語で描か

れているが、実際にミャンマー人の方々と交流し

ながら、どんなものが舌に合うのかを研究してレ

シピを作るなどを行った。

こういった 3 つの活動を通して、技能実習生と

の時間、農家さんとの時間をたくさん過ごした。こ

こから感じたことは知らない土地で周囲の人々と

一体となって活動することや強い使命感を持って

活動すること、高いモチベーションを持って活動

すること。これらは協力隊で経験したからこそで

きたことだ。この経験から協力隊経験で得たこと

の大きさを感じた。

また、スポーツなどの余暇 / 食べ慣れた食事 /

母国の味は全人類にとって大切なものであること

はそれぞれ理解している。例えば、海外に行くと

日本食を食べたいなぁと感じたりするだろう。そ

れをみんなわかっているけれども、尊重できてい

るのだろうか？

外国人の実習生と一緒に過ごす中で、「キッチン

が汚れるからあまり料理しないで」という声が上

がったり、実習生がスパイスの効いた自国の料理を

作ると社長はいい顔をしない、などなど。全人類

にとって大切なものを尊重することが大事である

ということが、わかっているのに尊重できていな

いことに問題意識を持った。この活動を通して、こ

れからどのように技能実習生と関わっていくのが

いいのか？を嬬恋村のみんなに伝えることがきた。

相互理解やお互いを尊重することが大切というこ

とを改めて、皆で考えるきっかけになったと思う。

この活動を通して伝えたいことは何かというと、

興味を持つだけでも国際協力だと感じているとい

うことだ。国際協力というと、自分が海外で何か

するというイメージを持つ人が多いかもしれない

が、国内にも現場はたくさんあって、国際協力は身

近なことだ。コロナのおかげで目につくようになっ

たことも多くあるからこそ、今海外に行けない状況

を逆手にとって、国内にある課題に目を向けていっ

て欲しいし、問題意識を持つ人が増えるといいと

思っている。

1 自分の目で見て、感じて興味を持つ。

2 自分の身の回りの中で、興味を持つだけでも

国際協力だと感じている。

あなたの前には何が見えるだろうか。 
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若林氏 FB

2019 年の技能実習生が 37 万人。2020 年が統計上 8769 人。ものすごく少なくなっているという現

状がある。日本全体の生産年齢人口が下がってきており、外国人の手が必要な実態の中で、農業が特に大変

なセクターになっている。そこに岩井さんは、海外協力隊から戻り、国内で国際協力を行なったという身近

な例を示してくれたと思う。

質疑応答

Q：ミャンマーで軍事クーデターが起こっている中、家族が心配で仕事に出られない、東京で行われるQ：ミャンマーで軍事クーデターが起こっている中、家族が心配で仕事に出られない、東京で行われる

デモに参加するために仕事を休むことへの理解が得られないことが多いという話を聞いた。嬬恋デモに参加するために仕事を休むことへの理解が得られないことが多いという話を聞いた。嬬恋

村ではどうだったのだろうか？これに類似した例はあるか？村ではどうだったのだろうか？これに類似した例はあるか？

岩井：岩井：私は 11 月で嬬恋を出てしまったが、聞いた話だと、嬬恋村の方々がミャンマーの方々を集め

て、集まる場を設定し、母国が大変な状況ではあるが私たちも日本で頑張ろうという機会を作っ

て、ミャンマー人の技能実習生たちとのコミュニケーションを取っていたという。それによって、

気持ちを穏やかにするという機会を嬬恋村の人たちが作っており、私もその機会は大切だと思う。

嬬恋村は 3 月〜 11 月で、農業をする期間が終わりだが、今の期間は仕事をしていない実習生が

多い。そのため、今は融通が効きやすいのではないか。

Q：「仕事が嫌になって逃げ出してしまう」。やめるからには相当の理由があるのではないか。その理由Q：「仕事が嫌になって逃げ出してしまう」。やめるからには相当の理由があるのではないか。その理由

はどのようなものがあったのか？はどのようなものがあったのか？

岩井：岩井：嫌になってしまう理由は、だいたい「仕事が辛いから」が多い。嬬恋村の繁忙期はハードで忙しい。

早い人だと朝 1 時 /2 時から、夕方の 18 時まで働くこともある。そういった仕事が辛いと感じ

る人もおり、一緒にいる従業員との関係が上手くいかない。さらに、技能実習生は制限があるので、

友達となかなか会えなくなったりすると、不安が大きくなって、逃げてしまうことが多い。外か

らの影響もあり、外部から簡単にお金を稼げてもっといい仕事がある、という声がかかる場合も

ある。そうすると、こんな辛い仕事やっていられないとなって、逃げてしまうという話も聞く。

若林氏 FB

朝 2 時 3 時から 1 日やり続けるというのは労働としてどうなのだろうか？と思う部分はある。彼らはい

ろんな状況があって日本に来ていると思うが、それでも嫌になるくらい辛いことも多いことに疑問は感じる。

そこで、海外協力隊の方が相談に乗って、打ち明けることも彼らにとってはよかったし、協力隊側も学ぶこ

とがあったのではないかと思う。
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小林小林：JICA 青年海外協力隊に 2019 年の 4 月か

ら滞在、ボルネオ島サバにいた。コミュニティ開発

という職種で、自然保護地域に住む先住民の生活改

善・所得アップを目的に活動をした。今はコロナ

ウイルスの影響で一時帰国中である。インドネシ

アと聞くと都会のイメージを抱くかもしれないが、

ゴミ問題や地方によっては電気やガス、水道が通っ

ていないところもある。そのため、彼らの生活をど

う改善していくか、どのように経済活動ができるか

を考え、日本人学生を招いたエコツーリングやホー

ムステイなどを企画した。

突然の帰国から現在の活動に至るまでだが、帰

国当初はインドネシアに戻る時のために語学など

の自己鍛錬を積もうと考えた。しかし、海外活動を

通して、日本について何も知らなかったことに気づ

いた。出身が横浜なこともあり、日本の農村地域

とマレーシアの農村地域を比べられない、一体ど

のような問題が地方にはあるのか。このように地方

の活性化事例について話が聞きたいと思った時に、

NPO 法人自然塾寺子屋との出会いがあった。

清水清水：小林さんと同じ派遣期間でベトナムに派遣さ

れていた。日本では特別支援学校の教員をしていた

ことから、ベトナムでは障がい児支援という職種

で、現地の障がい児の通う学校で授業をし、現地

の教員への障がい児教育に関する指導助言をして

いた。また、研修会等の開催をして、ベトナムでも

障がい児教育についてより知ってもらえるような

活動をしている。クラスに所属し、約１０人の生徒

に指導を行っている。このような中で、コロナに

よって一時帰国を余儀なくされたわけだが、日本

に帰国した当初はなかなか状況が良くならないの

で、この先どうなるのかという不安や、自分の考

えていた計画がなかなか進まないのではないかと

いう焦りの感情があった。しかし、現地の私を待っ

ている同僚と連絡を取ったり、現地の子どもたちの

様子を聞く中で、このような立場だからこそでき

ることはないかという気持ちに切り替わってきた。

そこで、JICA 群馬に紹介してもらったのが

NPO 法人自然塾寺子屋だった。甘楽町には多くの

ベトナムの方が在住しており、彼らの生活サポー

トをしてみないかという提案を受け、カフェで働

きながら地元の方とベトナムから来た方をつなげ

られるような企画をしてきた。

小林小林：NPO 法人自然塾寺子屋は群馬県の南西部に

位置する甘楽富岡地域の農業文化を地域から世界

に発信する、グローバル農業交流センターとして活

躍している NPO 法人だ。多岐にわたる業務がある

が、私たちがインターンとして参加したのが、グ

ローバル人材生活安心パックと地域活性化事業の

古民家かふぇ信州屋の運営の二点だった。

実際に何を取り組んできたかを話していく。ま

ず、古民家かふぇ信州屋での取り組みだが、信州屋

をもっと多くの地元の人と甘楽町に来た観光客の

人に知ってもらいたいという気持ちがあり、SNS

での情報発信を強化した。例えば、地元紙の上毛

新聞での＃甘楽の夏という SNS 企画に参加するこ

とで、約 200 名の人からリツイートやいいね！を

もらい、周知をした。また、信州屋では現地の団

体である「NONNA」の会の商品を販売している。

そこで、手工芸品の販売ディスプレイの変更を行っ

たりして、より手にとってもらいやすいような工夫

をした。さらに、コロナの状況の中で、飲食店に足

を運び辛い状況ではあったが、安心してきもらえる

よう、群馬のストップコロナ対策店に認定してもら

報告②　「古民家かふぇ信州屋活動報告～甘楽町の人々とベトナム実習生の交流～」

小林 杏澄／清水 沙悠梨　JICA 青年海外協力隊プロジェクト
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えるように対策、無事認定された。甘楽町での取

り組みについて、地元の人のノウハウを知りたい・

人手不足を解消したいという思いから農家の方と

関わってきた。たとえば、高野農園では、茄子の

収穫作業の手伝いで夏の朝、農園に行った。また、

自然塾寺子屋の田んぼの稲刈りのイベントには、い

つも国内外からたくさんの人が参加されるが、今回

は中止になってしまったため、私たちが体験した。

加えて、甘楽町が運営するふるさと農園という貸し

農園があり、これがどのように成り立っているのか

を学んだり、それを支える人たちと交流する中で、

ベトナムの技能実習生と一緒に田んぼ作りができ

たりと行動が発展していった。最後に甘楽町の取り

組みで、地域の人々による地域おこしについて学び

たい・手伝いたいと思い、甘楽町の町内イベント（楽

山園でのお月見会・そば畑お花見会など）に参加し、

町内の方々と交流を深めた。

また、甘楽塾という有志団体が元々あり、町お

こしとしても優秀な歴史のある地域であったが、今

若者たちが街に向けて活性化について積極的では

ないということで、新たに甘楽塾をやろうという

人たちがいた為、オンラインミーティングのサポー

トを行った。

 

清水清水：続いて、古民家カフェ信州屋での活動につい

てお話しする。甘楽町は人口が 13000 人。その

中で役 70 名以上のベトナムの方が在住している。

私が甘楽町に来た時の最初の印象は、よく町中で

スーパーや自転車に乗っているベトナムの方を見

かけるということだった。しかし、実際、甘楽町の

方に「ベトナムの人が多いですよね」と話すと、意

外と町の方はそれを知らないということがわかっ

た。また、知っている人がいても、ベトナム人に対

して、町のルールを守らない・あまり認識してい

ないのではないかという印象を持つ人が多かった。

彼らに対して、あまりいい印象を抱いている人が

いないのだ。そのため、地元の人にベトナムにつ

いて知ってもらいたいと考え、ベトナムのコーヒー

メニューを考案・販売した。例えば、ベトナムで

よく飲まれているコ−ヒーを使ったスイーツや飲み

物だ。また、ベトナムブースの設置を行った。こ

こでは見ることでベトナムを感じられるグッズや、

ベトナムについて知ることができる簡単なコラム

などを展示した。

これらの情報は SNS を使って定期的に発信し

た。結果的に地元の方からは、「こんなにベトナム

の人がいることを知らなかった」「ベトナム語を教

えてよ」などの声があった。これは古民家かふぇ

が地元の人が集う憩いの場所であったこと、お客

さんの中には甘楽町について教えてくれ、個人的

な趣味やお仕事の話をしてくれる人もいた為、良

好な関係が築きやすかったことがあると思う。い

きなり来た私のような人でも、最初は海外協力隊

の清水さんがベトナムの清水さんになっていった

のだと考えている。

私がこの町に在住しているベトナム人コミュニ

ティに入っていけたのは、グローバル人材生活安心

パックがあったから。このパックは在住外国人向

けの相談窓口、ホットラインとして機能している。

これを通した 1 人のベトナム人女性との出会いか

ら少しずつ活動が広がっていった。例えば、ベト

ナムでは家族や友人とご飯を食べることを非常に

大切にしている。彼らの余暇の過ごし方は友人の

家で料理を作って食べることが多い。だから、私

も参加してみて、私は日本の料理を彼らはベトナ

ム料理を作って、お互いの料理を教え合いながら、

関係性を深めていった。また、彼らの興味のある

ことの 1 つに果物狩りがある。私は甘楽のりんご

園に行って、直接農家さんから指導を受けながら、

収穫を行った。さらに、ふるさとのベトナム野菜

を作れるように、農家さんと協力して栽培を目指

して行動した。このようなことをしているとやは

り人が集まってくるので、地元の方達も興味を持っ

てくれ、輪に入って、交流の機会がどんどん広がっ

ていった。当初、地元の方からも要望があった、ゴ
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ミの分別に関する講座等も実施した。

これらの交流を続けていく中で見えてきた彼ら

の本当の気持ちは、「知らなかった」ということで

あった。ベトナムの習慣や風習は日本と全く異な

る。日本では知っていることが当たり前、知らな

いことがあったらわかりやすく便利なもの、例え

ばゴミの分別カレンダーがある。しかし、ベトナ

ムの人はそれを見ればわかるわけではなく、実は

それはベトナムの方にとっては馴染みのないもの

だった。なぜなら、今までの育ってきた環境では

文字を読み、イラストを見ることをしてきていな

いからだ。そのため、映像や実際に自分たちがやっ

てみた方が理解しやすいことに気づいた。

また、日本では便利なものがたくさんあると思っ

ているが、実はそれは海外の方にとっては不便なこ

とがある。私たちは欲しいものがあればネットで

なんでも買える。もし家に自分がいなくても宅配

業者からの不在票に従えば、受け取ることができ

る。そのような便利なことがベトナムの彼らにとっ

ては、便利に使えるのはわかるが、選択肢が多す

ぎると感じるという。カードの支払いも受け取り

方法も沢山ある。このような点が彼らにとっては

不便なのだ。

小林小林：二人の活動を振り返って、今後どのようにし

ていくかをまとめる。私は甘楽町での経験を経て、

地方での本当に深刻な人手不足の課題を実感した。

そのような環境でも、異国で前向きに仕事に励む

ベトナム人実習生に共感した。

私自身もマレーシアで外国人として活動した経

験から、異国の地で頑張る若者を応援したいと思っ

ていたが、彼らを取り巻く環境は厳しいものがあ

る。皆さんはご存知かもしれないが、群馬県では元

実習生の家畜や果物の窃盗事件があった。甘楽にい

たベトナム人実習生は外に出歩く時の、日本人の

視線が怖いと言っていて、それがとても衝撃的だっ

た。

マレーシアにいた時は外国人として日本人とし

て特に多くの人に受け入れられた。しかし日本に来

られた方は必ずしもそういうわけではない。それが

非常に悲しかった。これから国際社会で日本人がど

う受け入れられていくか、日本人の姿勢のあり方を

示す手段としても、一人でも多くの在日外国人や

他国から来た人が日本に来て、良かったと思って

帰ってもらえることは大きいのではないかと思っ

た。日本でできる国際協力の道として、今後のキャ

リアとしては、外国人技能実習生を適正に管理、保

護する管理団体の公益財団国際労務管理財団、IPM

の職員として先月から入団し、正社員として自分

にできることをしていく予定だ。

清水清水：現在はベトナムに再派遣を果たし、現在もベ

トナムに住んで活動の継続をしている。残りの任期

内で、今後の自分の将来につながる活動にも取り

掛かっている。ベトナムとは今後も関係を続けて

いきたいと思うので、帰国後は日本に住む人の生

活支援を自分にできることからやっていきたいと

思う。現在の配属先（ベトナム）へのサポートを

も続けて行きたい。配属先では障害のある方が自

分たちで作っている工芸品や同じ管轄内でショッ

プを経営しているため、よりもっと多くの人に知っ

てもらえるように、まず日本で自分が情報発信を

したりしていきたい。私は今回、一時帰国を経て

学んだことは、日本からベトナムへの支援、ベト

ナムから日本をつなぐ架け橋のような存在になり

たいと思うようになった。今後も一時帰国で自分

が得た経験を生かしていきたい。 
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若林氏 FB若林氏 FB

お話を聞いていて、お二人自身が経験からいろんなことを学んでいる。まさに生きた学びの場だと感じた。

ベトナム人は技能実習生の中で数が多いため、一部の人がやったことがベトナム人に対するイメージを悪く

してしまうという残念なことが起きている。ベトナム人の方から、イメージを変えるための活動や提案はあっ

たのだろうか？自ら動くことに対するサポートや提案はあったのか？

清水：清水：技能実習生の雇い先企業は日本にあるため、企業主から、今の環境を変えるために、なんでも

いいからクリーンな活動をして受け入れられやすくなるような環境を作っていきたいという声は

あった。

若林：若林：IPM に就職したとのことだが、今までの経験も活きそうだ。

ベトナムは日本ではベトナム戦争のイメージがあるが、ベトナムの小物、ベトナムを旅行先とし

て選ぶ若い人も多い。感覚的に日本人に似ているような印象も受ける。今回、架け橋になるとい

う話もあったが、これまでの経験を活かして頑張っていただければと思う。
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報告③　「コロナ禍における渡航制限下でのイカオ・アコの国際協力の取り組み」

倉田 麻里　特定非営利活動法人イカオ・アコ　常務理事

昨今のコロナ禍で渡航できない状況において、

イカオ・アコがどのように国際協力を続けているか

を紹介する。イカオ・アコはフィリピン人と日本

人との協働で持続可能な社会を作ることを目指し、

多くの SDGs の課題に取り組んでいる。主に行っ

ている事業の一つに現地での植林活動がある。フィ

リピンへの派遣当初から行われているマングロー

ブの植林に加え、アグロフォレストリーの推進され

ている。アグロフォレストリーとは植林と同時に

バナナやコーヒー、タロイモ、カカオなどの作物

も作る活動である。サトウキビの小規模農家の貧

困の課題を解決するために有機農業の技術を伝え

る事業や、冷涼な気候を利用したイチゴの栽培技

術開発も行っている。電気を使用しないで安全な

水を供給できる仕組みを少数民族に導入する事業

にも携わっている。日本の国際協力に興味のある若

者を現地に派遣するプログラムを企画し、前述の

植林活動や有機農業事業に参加してもらっている。

このような現地での活動の他に、国内では中期ビ

ジョンを考えるワークショップの開催や高校でス

タディーツアーの事前学習を行っている。コロナ禍

では、これまでのように定期的に現地に赴いての

技術指導等が全くできない状況になってしまった。

さらに 18 歳未満と 60 歳以上を除く、ひと家族に

つき一人のみに外出許可が下りるというような日

本よりも厳しい外出制限がフィリピンでは行われ

ていた。そのため、フィリピンで可能な活動もかな

り制限されたものであった。収入源として助成金

や・委託事業に頼っていたファンドが減少し、危

機対応中心の助成メニューに変化していった。こ

のように今までとは大きく変わっていく状況下で、

いくつかの対策も実施した。

2017 年より駐在員を置かず、定期的に現地に

訪れ、スタッフと直接コミュニケーションを取る

形式をとっており、基本的に現地のスタッフだけ

で活動を運営できる環境であった。現地に赴けな

いため、現地のスタッフとのコミュニケーション

をオンラインで実施した。毎日チャットを通じて

仕事の進捗状況の報告を受け、必要に応じてビデ

オを使ってリアルタイムで繋がるようにしている。

また、2013 年から現地で経営していたオーガニッ

クカフェがロックダウンの影響を受けて閉鎖する

ことになった。そこに勤務していた現地スタッフ

を他の事業に配属した。今までは現地での資金調

達が主流であったが、日本国内のファンドの獲得

を初めて試みた。

コロナ禍で新しく始動した事業もある。まず、

フィリピンで活動する他の NGO と連携し、フィ

リピン国際協力 Fair という 100 名規模のイベン

トをオンラインで開催した。この際にオンライン

スタディツアーのコンテンツの開発が可能となり、

今後行う予定の学生向けのオンラインスタディツ

アーやセミナーの企画にも繋がる契機となった。

次に、三重県に住む外国人向けの相談窓口

WELCOME の開設することができた。10 月に事

業が開始し、三重県に住む海外居住経験のある人々

を中心に活動している。また、外国人ヘルプライ

ン東海や三重県国際協力財団との協力のもと、相

談窓口の運営を考え、2021 年 1 月から本格的に

活動を始めた。この事業を通じて、外国人の貧困

問題が課題として浮き彫りになってきたことを実

感している。

コロナ禍に見られる課題として、現地に渡航で

きないため現地のニーズの把握が難しいことが挙

げられる。これは新しい事業の案件形成の際の課題

となる。現地のステークホルダーとの合意形成が
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質疑応答

Q：コロナ禍以前から駐在員は置かない方針にした理由は何か？Q：コロナ禍以前から駐在員は置かない方針にした理由は何か？

倉田：倉田：自分に代わる人材が見つからなかった。また、私が日本からリモート対応することで現地スタッ

フの権限を強化したため。

Q：日本とフィリピンとの間でオンライン上のコミュニケーションの取り方について課題があると思うQ：日本とフィリピンとの間でオンライン上のコミュニケーションの取り方について課題があると思う

か？か？

倉田：倉田：課題はある。これまでは自分の目で見て、現地の人と他愛のない会話をすることで現地のニー

ズを聞き取ってきた。それがオンライン上では必要最低限のやり取りになってしまっている。現

地から送られてきた写真やビデオは現場を切り取った一部に過ぎない。自分の感性で直接見る現

地とレンズを通じて見る現地は異なるものであると実感している。

Q：日本にいても可能な活動は多くあると思われ、その活動を通じて新たなニーズを見つけることはあQ：日本にいても可能な活動は多くあると思われ、その活動を通じて新たなニーズを見つけることはあ

るのか？るのか？

倉田：倉田：様々な人との協働を通じて新しい知識や知見を得ている。次に現地に行けるようになったら今

までとは異なる視点で見ることができるようになるのと思う。

厳しいことも挙げられる。現地の様子が伝わりに

くいので、手探りの状況のまま事業を進めている。

今後の展望として、持続可能な運営体制構築のため

に、イカオ・アコの強みや現地職員のキャパシティ

を把握することで、現地事業を精査していく必要

があると考えている。その一方で国内においても

SDGs の課題も多く見受けられるため、国内のフィ

リピン人との連携を図って課題解決を目指すこと

も重要であると考えている。

最後に、2019 年から起業した、人々の交流を

目的とした宿であるゲストハウス「イロンゴ」の取

り組みについて紹介する。コロナ禍で主なターゲッ

トを県外からローカルへと変更し、年間を通じて

親子向けの農業体験を行った。そこでターゲット

が絞られ、コアファンを得られたと思われる。また、

旧村役場を取得しシェアスペースとして 2021 年

4 月に再オープンに向けて活動している。さらに、

コロナ禍であったが県内の若者向けのイベントを

開催することを通じて、同じ思いをもつ人と人と

の交流の重要性を実感している。ワーケーション

の促進などを視野に入れた活動として、長期滞在

外国人を受け入れ、日本の農業体験をしてもらう

プログラムを充実させている。この状況下でも可

能な範囲の国際交流・国際協力を実施している。
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ハンガー・フリー・ワールドは飢餓の無い世界

をつくるために活動する国際協力 NPO である。心

も身体も健康に生きていくために必要な食料を得

ることは、人間の基本的な権利の一つであると考

え、食料に特化した支援活動を行っている。日本、

バングラデシュ、ベナン、ブルキナファソ、ウガ

ンダの 5 か国で活動している。地域開発や仕組み

を変える活動のアドボカシー、啓発活動、青少年

育成の 4 つの事業に取り組んでいる。

世界の飢餓人口は新型コロナウイルス感染症拡

大以前の 5 年間で、気候変動や紛争の影響で毎年

1000 万人増加している。だが、飢餓人口や飢餓

の問題は常態化してしまっていることもあり、報道

されにくいという課題がある。20 億人以上が安全

で栄養のある食料を十分に入手できない現状もみ

られる。これは異常な状況であり、食料の権利が守

られていないことの表れである。この状況下での

新型コロナウイルス感染症は更なる食料の安全保

障への深刻な脅威になっている。新型コロナウイ

ルス感染症の問題は日本国内のことでもあるため、

国内の支援に重きが置かれ、海外への支援が縮小さ

れるという話もある。現地では食料の価格の高騰

という課題もあり、これまで買えたものが買えな

いという状況にも繋がっている。各国で外出自粛

の要請があり、各支部で予定していた事業などを

中止せざるを得ない状態は現在もなお続いている。

これまでは書き損じハガキなどの物品を換金する

ことで活動の資金を得ていた。だが、このような

カウントボランティアによる活動は行うことがで

きず、資金繰りにも厳しい状況を強いられている。

上記のように新型コロナウイルス感染症には多

くの影響を受けているものの、実際の活動を継続す

る体制や手法にはそこまでの影響はなかった。駐在

を置かず、現地の支部に所属するスタッフに活動を

任せる体制を取っていたためである。現地を取り

仕切る事務局長なども現地の人を雇っているため、

新型コロナウイルス感染症の状況下であっても活

動自体を継続することについて問題はなかった。そ

の際に、適宜メールや ZOOM、Microsoft Teams

などを用いて、現地とのコミュニケーションを図っ

ていた。海外出張が不可能な中で、オンライン会議

を多用することで対応している。感染リスクを回避

して安全の確保の上、現地でできることを工夫しな

がら実施していた。新たな試みとしてクラウドファ

ンディングの活用にも取り組んだ。

なぜ今国際協力活動をするのか。それはこの状

況の中で、思い込みなどから差別や偏見が生まれや

すくなっている社会の現実を実感したためだ。ま

た、格差が広がる社会において脆弱者への支援が必

要であると再認識する機会になったからだ。さら

に、共生を目指すという団体の価値観が問われる

ときであると捉えているからだ。ハンガー・フリー・

ワールドは、これまで依存するのではなく、食料

を現地の人たちが自分で獲得していくような支援

を重視していたため直接的な食糧支援は避けてい

た。だが、コロナ禍でできる、且つ必要な支援で

あるということからバングラデシュ支部における

緊急支援活動を実施した。その一環として、バン

グラデシュ支部の事務局長に状況を伝えてもらう

形のオンラインイベントを開催した。推進に当たっ

てその支援を通じた持続可能性の有無や感染症対

策などに十分配慮した。このイベントで日本にいな

がらも団体の存在意義である共に生きることを実

現することができたと感じている。また、ハンガー・

フリー・ワールド自体が多くの人々に支えられて

いるということをコロナ禍だからこそ感じること

報告④　「コロナ禍で団体の存在意義を問う」

石川 圭　特定非営利活動法人ハンガー・フリー・ワールド　事務局長
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ができた。日本国内外に思いをはせ、何かできる

ことはないかと協力の問い合わせも多くあった。

現在取り組んでいる課題も多くある。支援に関

する枠組みを SDGs のゴール 2 として、事業の絞

り込みと改善に努めていきたいと考えている。こ

のような不測の事態であっても、ピンチをチャン

スに変えられるように事業に取り組み続けている。

今まで行わなかったことにも支部の人々の協力を

得て取り組み、同時に支部の職員の人材の育成に

取り組んでいる。

質疑応答

Q：クラウドファンディングで実績を積むための工夫は？Q：クラウドファンディングで実績を積むための工夫は？

石川：石川：始めてみても実績が出ないことは当初懸念していた。だがボランティア 4 ～ 5 名による情報発

信チームを作り、SNS での定期的な情報配信や拡散に注力したことで、目標金額の 120％を達

成できた。
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Ⅲ　国際化市民フォーラム　in TOKYO　アンケート結果Ⅲ　国際化市民フォーラム　in TOKYO　アンケート結果
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